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研究成果の概要（和文）：本プロジェクトに関連してすでに活動を開始している「自然体験学習

実践研究会」に自然保護教育や自然体験キャンプなどで取り組まれてきた手法を積極的に位置

づけ、その評価を通して自然体験学習に関わる指導者養成のあり方を体系的に提起することを

目標とした。指導者養成のためのカリキュラム作成及び実践モデルの実施をめざした総合的研

究であり、自然体験学習実践研究会を中心に自然体験学習の指導者養成システムに関する幅広

い論点の提起と整理がなされた。 

 
研究成果の概要（英文）：The project aimed to evaluate techniques used in nature 
conservation education and nature experiential camp activities in the past and propose a 

systematic model of trainers training for nature experiential learning. The "Nature 

Experiential Learning Practice Research Group" has been established and conducted such 

evaluation and proposal.  The project, as a comprehensive research effort, identified and 

organized a wide range of issues in relation to a trainers training system for nature 

experiential learning. 
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１．研究開始当初の背景 

本研究は「自然体験学習系環境教育の指導
者養成カリキュラム策定に関する総合的研
究」（平成 17～20 年度基盤研究（B）研究代
表者・朝岡幸彦）の研究成果（中間報告書と
して『自然体験学習実践の地域指導者』自然
体験学習実践研究／1 巻 1 号、H19.7）を引

き継ぎつつも、そこで明らかとなった課題に
さらに焦点を合わせながらより体系的なシ
ステム研究として再構築しようとしたもの
である。 

前述の研究課題に関する研究を進める過
程で、海外調査を行ったいくつかの国々（中
国、コスタリカなど）で自然体験学習が自然
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科学教育（もしくは生物科学教育）として構
想され、実践されていることがわかってきた。
これは、日中韓環境教育ワークショップなど
の取り組みの中で東アジア 3 カ国の環境教育
実践において、日本・韓国が体験重視の傾向
をもつのに対して中国が科学教育に大きな
ウェイトをもつなどの違いをもちつつも、環
境教育指導者たちがお互いの特徴を積極的
に吸収しようとしていることを視野に入れ
ることで、東アジアの風土に根ざした環境教
育研究の方向性を提示しうるものである。ま
た、自然保護教育研究会（代表・小川潔）ら
の研究から国内の自然保護運動において多
用されている自然観察会などの手法が、体験
学習の要素をも取り入れて独自に発展しつ
つあることが確認されている。フィールド調
査やアンケート調査の分析から指導者養成
のカリキュラムを策定するにあたって、既存
の自然体験学習実践における指導者の評価
が必要であることも明らかとなった。 

 

２．研究の目的 

本プロジェクトに関連してすでに活動を
開始している「自然体験学習実践研究会」に
自然保護教育や自然体験キャンプなどで取
り組まれてきた手法を積極的に位置づけ、そ
の評価を通して自然体験学習に関わる指導
者養成のあり方を体系的に提起することを
目的とした。 

（1）中間報告書で提示された自然体験学
習系環境教育の指導者養成カリキュラムの
策定に関する研究の成果を踏まえて、（2）カ
リキュラム策定の前提となる科学教育との
融合化を自然保護教育で多く取り組まれて
きた自然観察の手法と体験学習の方法との
関係に焦点化して研究を深め、（3）日中韓環
境教育協力会が取り組んできた環境教育ワ
ークショップに関連する日中韓 3 カ国指導者
や参加者の追跡調査を行い、4）国内外の自
然体験キャンプのスタッフに対する調査を
実施することで、5）自然体験学習の指導者
養成システムに関する体系的・総合的な枠組
みを提起しようとした。 

 

３．研究の方法 

本研究の目的を遂行するために、前回の
「自然体験学習系環境教育の指導者養成カ
リキュラム策定に関する総合的研究」（平成
17～20 年度基盤研究（B）研究代表者・朝岡
幸彦）の当該研究課題に関する研究で組織さ
れた各グループを以下のように再編した。 

(1)研究代表者（環境教育学）と各Ｇリーダー
を中心とした研究統括グループ（東京農工大
学大学院）、(2)指導評価グループ（教育心理、
社会教育の各専門研究者で構成）、(3)自然観
察―自然体験グループ（野外活動、理科教育
の専門研究者で構成）、の３つのワーキン

グ・グループを置いた。 

指導評価グループは、①日中韓環境教育協
力会（代表・諏訪徹郎／学習院大学教授）の
協力を得て日中韓環境教育ワークショップ
及び日中韓湿地キャンプに参加した指導
者・スタッフ（必要に応じて参加した子ども
たち及び父母）を対象とした東アジア 3 カ国
指導者・スタッフや参加者の追跡調査を行う
とともに、②（社）日本ネイチャーゲーム協
会や（特活）グリーンウッド自然体験教育セ
ンターなどが実施するキャンプの指導者・ス
タッフ（必要に応じて参加した子どもたち及
び父母）を対象としたキャンプスタッフの調
査を行った。 

自然観察―自然体験グループは、自然保護
団体及び学校教育で取り組まれてきた自然
観察と自然体験の手法に関する調査・分析を
進め、自然体験学習指導者に必要な技能・資
質に関するモデルを策定することをめざし
た。 

 
４．研究成果 
｢自然体験学習実践研究会｣を中心に指導

評価グループ及び自然観察―自然体験グル
ープそれぞれの研究成果を確認し、科研の研
究成果のとりまとめに取り組んだ。その成果
は、『自然体験学習の指導者養成システムに
関する総合的研究』（平成 23 年 3 月／2008 年
度〜2011 年度科研費基盤研究（B）「自然体験
学習の指導者養成システムに関する総合的
研究」及び 2005 年度〜2007 年度科研費基盤
研究（B）「自然体験学習系環境教育の指導者
養成カリキュラム策定に関する総合的研
究」）としてまとめられている。 
この報告書は、過去 7年間の科研費研究の

成果をまとめて公表するとともに、自然体験
学習実践研究会の研究誌である『自然体験学
習実践研究』の刊行目的である①学術的知見
の交換、②最新の研究成果の紹介、③実践を
振り返り発展させる論点の確認、を意識した
ものである。本報告書に収録された主な論文
は、以下の通りである。「自然体験学習系環
境教育の地域指導者の現状と課題」（朝岡・
降旗）、「自然体験学習における指導者養成と
発展過程」（岡島）、「ネイチャーエームと化
学教育との接点についての考察」（郡司）、「大
学教育における自然体験学習指導社の養成
と体験学習法に基づくカリキュラム設計」
（能條ほか）、「自然体験活動リーダー共通登
録制度における社会教育・生涯学習団体の課
題」（降旗ほか）、「自然体験学習に関する教
員の力量形成の課題」（小玉）、「農山漁村に
おける環境教育指導者養成カリキュラムの
課題」（降旗）、「自然体験学習の授業づくり
と教師の成長」（藤井ほか）、「教員や保育士
の養成課程における自然体験学習の意義と
授業カリキュラム」（宮野）、「科学教育の研



 

 

究動向から見た自然体験学習の意義と課題」
（福井）、「自然体験学習指導者に求められる
サイエンスリテラシー」（能條ほか）、「学校
での自然体験学習におけるカリキュラム編
成の課題」（小玉）。 
対象国・団体の都合により当初予定してい

た指導者養成カリキュラムの作成及び実践
モデルの実施はできなかったものの、自然体
験学習実践研究会を中心に自然体験学習の
指導者養成システムに関する幅広い論点の
提起と整理がなされ、研究の目的がおおむね
達成された。 
科研費によるプロジェクト研究は本年度

で終了するものの、自然体験学習実践研究会
を中心とした研究の成果を『自然体験学習実
践研究』第 2卷（隔年刊行）として引き続き
世に問う予定である。また、研究の一部は本
研究会を基礎に発足した日本環境教育学会
プロジェクト研究「自然保護教育・自然体験
学習における生涯学習」にも引き継がれてい
る。 
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